
高速道路における耐震補強について

資料６



○令和４年度末時点で、高速道路会社４社が管理する１万７,６０５橋のうち、

・ 「落橋・倒壊を防ぐ耐震対策」 は、１万７,６０５橋全てで完了。

・ 「橋としての機能を速やかに回復させるための耐震対策」は、７７％にあたる１万３,６００橋で完了。

○残る４,００５橋については、大規模地震時の緊急輸送道路としての機能を確保するため次のとおり取り組む。

①耐震補強工事の入札不調対策、新技術の採用などの取り組みとともに、高速道路会社の組織体制の強化により、耐震

補強対策を加速化。

②上下線の橋脚が分離している橋梁では、どちらか一方の橋脚補強を優先するなどの手法を採用。

大規模地震発生確率が２６％以上の地域は、令和１２年度末までに地震時のミッシングリンクの解消を目指す。
（それ以外の地域は、上記地域の進捗を踏まえつつ、更新事業とも合わせて効率的に対策を進め、令和２０年度頃の地震時のミッシングリンクの解消を想定）

○適切な進捗管理に努め、定期的なフォローアップを実施。
※現地条件や、それに伴う対外協議（占用・河川・地元等）を踏まえた施工上の制約等により、今後、計画を見直す可能性がある。
※片側整備の完了後に、引き続き未補強となっている残る片側の橋梁の耐震補強を継続

高速道路の耐震補強実施計画（概要）
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（橋梁数） 耐震補強実施計画グラフ ＜高速道路会社４社＞

大規模地震発生確率26％未満の地域 完了累計

大規模地震発生確率26％以上の地域 完了累計

4,454橋

3,663橋

全国の対象

102橋/年
うち26%以上地域（55橋/年）
うち26%未満地域（47橋/年）

1,649橋

1,555橋

【全国】

令和２０年度頃に
地震時のミッシングリンクを解消

【大規模地震発生確率が２６％以上】

令和１２年度末までに
地震時のミッシングリンクを解消

290橋/年
うち26%以上地域（168橋/年）
うち26%未満地域（122橋/年）

②片側整備を採用

26%以上地域の対象

4,005橋
（R4年度末で未完了）

①対策の加速化

【参考】
今後３０年間に震度６弱以上の揺れに見舞われる確率

出典）全国地震動予測地図2020年版（地震調査研究推進本部）

橋脚補強完了 未完了
4,005橋

17,605橋（100％）

13,600橋（77％）

4,454橋（100％）449橋
（10％）

H28年度（熊本地震）
以降の進捗状況

H28 R4

全橋梁に対する進捗状況

【参考】
令和４年度末時点の耐震補強進捗状況（高速４社）
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（組織数）（人数） 組織・人員強化の推移（累積・４社計）

増加人員数

増加組織数
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参加社数入札不調率
工事の入札不調率等の推移

耐震 平均入札参加者数
耐震補強工事 不調率
土木工事全体 不調率

〇高速道路会社の組織体制の強化

耐震補強工事の実施にあたって、関係機関と
協議・調整、地元対応を円滑に進めるため、こ
うした業務に従事する社員の増員や組織設置
により、高速道路会社の組織体制を強化。

橋脚補強完了 未完了
4,005橋

17,605橋（100％）

13,600橋（77％）

4,454橋（100％）
449橋
（10％）

H28年度（熊本地震）
以降の進捗状況

H28

【会計検査院の指摘】

R4

・上下線で、どちらか一方の耐震補強を優先

・Ⅱ期線側が耐震性能２を確保している場合は、Ⅰ期線側の耐震補強時期を見直し

上り線

下り線

Ⅰ期線

Ⅱ期線

H８以降の道示適用（耐震性能２確保済）

全橋梁に対する進捗状況

溜池への鋼製桟橋式
進入路を通年存置

プレキャストパネルの採用 高性能電磁波レーダ
による鉄筋探査

上り線

下り線

・一体となった橋脚全体の耐震補強を推進

※高架下に鉄道や緊急輸送道路が交差している箇所、占用物件等があり複数回の移設が困難な箇所は上下線で整備。

上下線の橋脚が分離している橋梁

上下線の橋脚が一体となっている橋梁

見直し

継続

消防出張所の移設協議

〇耐震補強工事の入札不調対策

一般的な土木工事に比べ、厳しい現地条件
等により入札不調が高い水準となっているが、
積算の改善（例：点在積算制度の導入など）や
効率的な工法の積極的採用（例：連続繊維
シート巻き立て工法など）により、入札不調の
改善を図る。

〇地元協議の円滑化

各関係機関の協力を仰ぎながら、
必要な地元協議を円滑に実施し、
耐震補強工事を着手できる環境を
整える。

〇新技術等の採用

耐震補強工事において、作業の合理
化に資する新技術や新工法（例：プレ
キャストコンクリートパネルによる橋脚
巻き立てにより河川内の作業工程を短
縮）を積極的に採用することで、工事工
程の短縮を図る。

完了
449橋
（245橋）

工事着手済
943橋
（689橋）

上下一体で整備
1,537橋
（496橋）

一方のみ整備
734橋
（125橋）

対策時期を
見直し
791橋
（94橋）

H28時点で未完了 4,454橋（1,649橋）

3,663橋（1,555橋）

※R５年１２月時点

（ ）内は大規模地震発生確率が２６％以上
の地域の橋梁数

地震時のミッシングリンク解消のために
対策が必要な橋梁

上下一体 1,139橋（430橋） 上下分離 1,923橋（285橋）

①耐震補強工事の入札不調対策、新技術の採用などの取り組みとともに、

高速道路会社の組織体制の強化により、耐震補強対策を加速化。

②上下線の橋脚が分離している橋梁では、どちらか一方の橋脚補

強を優先することで、地震時のミッシングリンクを解消
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高速道路の耐震補強実施計画（概要）

施工時期の制約がある河川
内での橋脚巻き立てにおい
て、工程を短縮

従来の鉄筋探査では捉えづ
らい深い位置の鉄筋を把握
でき、アンカー削孔の精度が
向上し工程を短縮

高架下占用者の消防出張
所の移設対応について、関
係機関の協力のもと、早期
に移設することで、円滑に
工事に着手

溜池（農業利水）内の橋脚補強
において、管理者との協議により、
工事用進入路を鋼製桟橋式とす
ることで通年存置を可能とし、工
期を短縮

※

R4年度末時点で未完了 4,005橋（1,404橋）
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